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項　　目　　一　　覧　　表

通　　　番 項　　　　　目　　　　　名
幹　事　会　提　案　日

幹事会確認日 備　　　　　考

支出負担行為の確認

出納関係負担金

支出有価証券の保管

決算の調製

財務会計システム

指定金融機関等の検査

支払金額及び支払方法の確定

現金出納員の出納事務検査

支払支出命令書等の確認

資金管理及び運用

小切手の振り出し

支出命令の確認

指定金融機関の指定

収入収納実績確認

ペイオフ対策

収入債権金額等の収納実績確認



1

出納審査分科会

区　　　　　分
津　　　　市

構　　　　　　　成　　　　　　　市　　　　　　　町　　　　　　　村　　　　　　　の　　　　　　　現　　　　　　　況

久　居　市

様式４

津　地　区　合　併　協　議　会　　　調　整　内　容　表

関　係　項　目

協　議　項　目

分　   科　   会

総務・企画部会専　門　部　会

芸　濃　町 安　濃　町美　里　村河　芸　町

指定金融機関の指
定

　地方自治法施行令第１６８条第
１０項に基づき、平成１３年１２月
２５日告示第２８０号にて告示。

　地方自治法施行令第１６８条第
１０項に基づき、昭和４２年４月１
日付告示第６－１号にて告示。

　地方自冶法施行令第１６８条に
基づき、昭和４８年１月１０日と契
約。

※協議会協議項目

指定金融機関
　　㈱百五銀行

指定金融機関
　　㈱百五銀行

指定金融機関
　　㈱百五銀行

指定金融機関
　　津安芸農業協同組合

指定金融機関
　　津安芸農業協同組合

指定金融機関
　　㈱百五銀行

公金事務取扱手数料
　事務取扱契約書
 　第７条に年額２万円と規定

公金事務取扱手数料
　事務取扱契約書
　第11条に年額1万円と規定
ただし、覚書により当分の間支払
わない旨規定あり

公金事務取扱手数料
　事務取扱契約書
　第８条に年額1万円と規定

公金事務取扱手数料
　事務取扱契約書
　第１０条に年額1万円と規定

公金事務取扱手数料
　事務取扱契約書
　第１１条に負担しない旨規定あ
り
　但し書あり

指定期間
　　平成１４年４月１日から
　　平成１７年３月３１日まで

指定期間
　　昭和５８年８月１日から
　　昭和５９年３月３１日まで
　久居市指定金融機関事務取扱
契約書第１３条により毎年継続
する。

指定期間
　　昭和４８年１月１０日から
　　１年間
　意志表示ない場合は継続、現
在に至る。

指定期間
　　３ヶ月までに当事者からこの
契約を終了する旨の意思表示が
ないときは更新したものとみな
し､更に次の１年間存続するもの
とし以降も同様。

指定期間
　　平成１５年４月１日から
　　平成１６年３月３１日まで
　意思表示のない場合は、更に１
年間継続するものとし、以後も同
様とする。

指定期間
　　平成１５年４月１日から
　　平成１６年３月３１日まで
　ただし、期間満了前２ヶ月まで
に意思表示をしないときはさらに
１年間有効として以後もこの例に
よる。

公金事務取扱手数料
　事務取扱契約書
　第１３条に負担しない旨規定あ
り
　但し書あり

様式４
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１．調　整　の　内　容

様式４

津　地　区　合　併　協　議　会　　　調　整　内　容　表

調整の具体的内容
香 良 洲 町 一　志　町 美　杉　村白　山　町

構 成 市 町 村 の 現 況

指定金融機関
　　㈱百五銀行

指定金融機関
　　三重中央農業協同組合

指定金融機関
　　㈱百五銀行

指定金融機関
　　三重中央農業協同組合

公金事務取扱手数料
　事務取扱契約書
　第７条に年額1万４千円規定

公金事務取扱手数料
　事務取扱契約書
　第１４条に負担しない旨規定あ
り
　但し書あり

公金事務取扱手数料
　事務取扱契約書
　第１５条に負担しない旨規定あ
り
　但し書あり

指定期間
　但し、期間満了前３ケ月までに
当事者の一方から別段の意思表
示をしないときは更に１年間継続
するものとし、以後も同様とす
る。

様式４

指定期間
　　昭和５２年４月１日から
　　継続となっている

指定期間
　　昭和４４年８月１日から
　　昭和４５年７月３１日まで
　但し、期間満了前３ケ月までに
当事者の一方から別段の意思表
示をしないときは更に１年間継続
するものとし、以後も同様とす
る。

指定期間
　平成５年４月１日より３年間毎
に更新継続

公金事務取扱手数料
　事務取扱契約書
　第1２条に年額５千円と規定
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2

3

　平成１４年４月１日　ペイオフ対
策にかかる美里村資金管理並び
に運用に関する基準を制定
　当面は普通預金と短期（３～
６ヶ月）の定期預金で運用を行っ
ていく

様式４

ペイオフ対策 　平成１４年２月に全員協議会に
おいて、津市としての基本方針を
定めた。現在は、運用基準の作
成と債券運用の研究を行ってい
るところである。なお、平成１５年
３月までは、流動性預金は全額
保護されるので、それまでは、普
通預金を中心として運用を行っ
ていく。

　久居市資金運用方針を平成１
４年４月１日付で施行。各一部事
務組合、財産区、社会福祉協議
会、土地開発公社も同方針を準
用している。
　資金運用については、指定金
融機関への普通預金と、万一の
際の縁故債の相殺勘定をふま
え、縁故債引き受け金融機関に
対する定期預金を中心に行って
いく。

　平成１４年３月に全員協議会にお
いて安濃町としての基本方針を定め
た。
　資金運用方法の基本原則
①歳計現金
　元本の安全性、流動性の確保を念
頭におき、普通預金運用や定期預
金の短期運用を基本とする。
②基金
　元本の安全性を確保した上で効率
性を追求することとし、定期預金と地
方債（借入金）との相殺を基本としつ
つ国債等債券運用を検討する。

　資金運用基準を定めた。定期
預金から一部国債運用。流動性
預金は普通預金で運用。

　平成１４年４月１日に資金管理
及び運用基準を策定。公金の確
実かつ効率的な運用を図るた
め、資金の管理運用に係る基本
方針を定めた。

　歳入にかかる会計事務は、財
務会計システムにおいて調定書
を作成し、担当課の決裁後、出
納室へ提出する。出納室が納入
書を作成する。指定金融機関等
で納入がされ、指定金融機関の
日計表と出納が作成した日計表
と合わす｡

　財務会計システムにおいて、各
課が調定伺書を２部作成し、１部
（控）を収入役室へ提出する。各
課が納入書を作成し、納入義務
者へ通知する。指定金融機関等
に納入され、指定金融機関を通
じて納入済通知書が送付され
る。この納入済通知書の合計と
指定金融機関の添付の歳入金
受入表と合計を確認している。

　歳入にかかる会計事務は担当
課において調定通知書を筆記作
成し、決裁後、出納室へ提出す
る。そして、担当課が納税通知書
を作成し納税義務者へ通知す
る。指定金融機関等で納入がさ
れ、指定金融機関を通して領収
済通知書が出納室へ送付され
る。
　この領収済通知書の合計と銀
行の残額（日計表）が合致するこ
とにより確認をしている。

収入収納実績確認 　歳入にかかる会計事務は、財
務会計システムにおいて調定通
知書を作成し、担当課の決裁
後、収入役室へ提出する。そし
て、担当課が納入書を作成し、
納入義務者へ通知する。指定金
融機関等で納入がされ、指定金
融機関を通じて、収納済通知書
が収入役室へ送付される。この
収納済通知書の合計と銀行の残
額が合致することにより確認をし
ている。

　歳入にかかる会計事務は、財務会
計システムにおいて調定書を作成
し、決裁後、出納室へ提出する。納
入通知書は担当課が財務会計シス
テムまたは専用システム等で作成
し、納入義務者へ通知する。納入義
務者より指定金融機関等で納入がさ
れ、指定金融機関を通じて、収納済
通知書が出納室へ送付される。この
収納済通知書の合計と銀行作成の
納付書受渡書及び収支日計表の金
額が合致することにより確認をして
いる。

　歳入に係る会計事務は、財務
会計システムにおいて、調定通
知書を作成し、担当課の決済
後、出納室へ提出、その後担当
課が納入通知書を納入義務者
へ送付する。指定金融機関等で
納入され、指定金融機関を通じ
て、収納済通知書が出納室へ送
付される。この収納済通知書の
合計と銀行の収支日計表との残
額が合致することを確認してい
る。

津　地　区　合　併　協　議　会　　　調　整　内　容　表

関　係　項　目 分　   科　   会 出納審査分科会

協　議　項　目 専　門　部　会 総務・企画部会

区　　　　　分
構　　　　　　　成　　　　　　　市　　　　　　　町　　　　　　　村　　　　　　　の　　　　　　　現　　　　　　　況

津　　　　市 久　居　市 河　芸　町 芸　濃　町 美　里　村 安　濃　町
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　運用基準のある自治体が大半であることから、これらを基にしながら最新の市場の動
向なども鑑みながら新市としての基準を策定し、新市のスタート時点における資金状況
を万全にしておく。

　平成１５年３月までは、普通預
金を中心として運用を行ってい
る。なお、各種基金の運用につ
いては借入金との相殺を中心に
安全策を構じている。

　財務会計システム、書類作成の方法の一本化を行うことによって調整する。金融機関
における収納方法、領収資金と収納済通知書が市へ送付されるまでの流れなどの金融
機関との事務について調整する。

様式４

　平成１５年３月までは、流動性
預金は全額保護されるので、そ
れまでは、普通預金を中心として
運用を行っていく。　また、定期
預金については１年満期であっ
ても全部６ケ月に変更し、早く対
応出来るよう講じる。

　歳入にかかる会計事務は、財
務会計システムにおいて調定通
知書を作成し、担当課の決裁
後、出納室へ提出する。そして、
担当課が納入書を作成し、納入
義務者へ通知する。指定金融機
関等で納入がされ、指定金融機
関を通じて、収納済通知書が出
納室へ送付される。この収納済
通知書の合計と銀行の残額が合
致することにより確認をしてい
る。

　歳入にかかる会計事務は、財
務会計システムにおいて調定決
議書を作成し、担当課の決裁
後、収入役室へ提出する。そし
て、担当課が納入書を作成し、
納入義務者へ通知する。指定金
融機関等で納入がされ、指定金
融機関を通じて、収納済通知書
が収入役室へ送付される。この
収納済通知書の合計と銀行の残
額が合致することにより確認をし
ている。

　平成１５年までは流動性預金は
全額保護されるのでそれまでは
普通預金を中心として運用を
行っていく。また、定期預金につ
いては１年満期であっても全部６
ケ月に変更し、早く対応出来るよ
う講じる。

　平成１４年３月に「一志町資金
管理並びに運用基準」を制定し
た。現在は、債券運用の研究を
行っているところである。なお、平
成１５年３月までは、流動性預金
は全額保護されるので、それま
では、普通預金を中心として運
用を行っていく。

　歳入にかかる会計事務は、各
課の担当が、調定通知書を筆記
作成し、担当課の決裁後、出納
室へ提出する。そして、担当課が
納入書を作成し納入義務者へ通
知する。指定金融機関等で納入
され、指定金融機関を通じて、納
入済通知書が出納室へ送付され
る。これに基づき収入日計表を
作成して電算入力し（特別会計
は帳簿記入）確認する。

　歳入にかかる会計事務は、財
務会計システムにおいて調定通
知書を作成し、担当課の決裁
後、収入役室へ提出する。そし
て、担当課が納入書を作成し、
納入義務者へ通知する。指定金
融機関等で納入がされ、指定金
融機関を通じて、収納済通知書
が収入役室へ送付される。この
収納済通知書の合計と銀行の残
額が合致することにより確認をし
ている。

津　地　区　合　併　協　議　会　　　調　整　内　容　表

調　整　の　内　容
２．新たに制度を制定する。（合併と同時）
３．新たに制度を制定する。（合併と同時）

構 成 市 町 村 の 現 況
調整の具体的内容

香 良 洲 町 一　志　町 白　山　町 美　杉　村
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4

5

6

津　地　区　合　併　協　議　会　　　調　整　内　容　表

関　係　項　目 出納審査分科会

　収入収納実績確認は、現課で
納入者個々の調定額と収納額と
の確認を行っている。

分　   科　   会

収入債権金額等の
収納実績確認

　収入収納実績確認における作
業において収納金額の確認を
行っているが、現状では、個々の
調定通知書と送付された収納済
通知書を突合させることができな
い。これは、調定通知書は、財務
会計システムから出力している
が、納付書は電算化されていな
いため、突合作業が困難である
ためである。このため納付書の
電算化に向けて研究しているとこ
ろである。

　財務会計システムで作成した
納付書の場合は、財務会計シス
テムで納付書のバーコードを読
み込むことにより、集計及び調定
との突合作業を行っている。市
税、国保税、介護保険料、保育
園保育料は、専用システムによ
り突合作業を行っている。今後、
突合作業のできない旧式システ
ムを用いている、市営住宅使用
料、貸付金等を新システムへ移
行させることが課題である。

区　　　　　分
構　　　　　　　成　　　　　　　市　　　　　　　町　　　　　　　村　　　　　　　の　　　　　　　現　　　　　　　況

安　濃　町津　　　　市

協　議　項　目 専　門　部　会 総務・企画部会

支出命令の確認 　津市財務会計規則第１９条の２
に基づき、諸証拠書類が添付さ
れているか、金額算定に誤りは
ないか,決裁区分に基づき決裁は
済んでいるかなどの書類審査に
よって確認している。確認書類
は、財務会計システムにて作成
している支出命令書、支払請求
書、市側の債務が確定している
ことを証明する書類等である。

　久居市会計規則第３４条に基
づき、諸証拠書類が添付されて
いるか、金額算定に誤りはない
か,決裁区分に基づき決裁は済
んでいるかなどの書類審査に
よって確認している。確認書類
は、財務会計システムにて作成
している支出命令書、支払請求
書、市側の債務が確定している
ことを証明する書類等である。

　河芸町会計規則３３条に基づ
き、諸証拠書類が添付されてい
るか、金額算定に誤りはないか、
決済区分に基づき決済はすんで
いるかなどの書類を確認してい
る。確認書類は財務会計システ
ムにて作成している支出命令書
に添付。

久　居　市 河　芸　町

　収入収納実績確認における作
業においては、税及び水道使用
料等については、一括調定して
いるため、納入済通知書との突
合は、不可能である。また、個々
の収納事務については、担当課
で行っている。
　その他、負担金・補助金等につ
いては、調定伺書と指定金融機
関経由の入金通知書と突合して
いる。

　収入収納実績確認における作
業において、収納金額の確認は
行っている。
　領収済通知書により担当課で
消し込みを行い、個々の調定通
知書の突合も行っている。　税及
び水道使用料等については一括
調定しているが、担当課で個々
の突合は容易

美　里　村

　当村における有価証券の取扱
は以下のとおりである。
①基金条例に基づき、資金を金
融機関へ預け入れて、それによ
る預金証書を保管する。
②出資・投資に係る有価証券の
保管
③支払の為に作成する小切手
（未作成分）の保管

　安濃町会計規則第１３６条
①基金条例に基づき、資金を金
融機関へ預け入れて、それによ
る預金証書を保管する。
②徴税吏員が受け取った先付小
切手あるいは約束手形を収入役
室にて有価証券取立整理簿に記
載し、安濃町指定金融機関であ
る百五銀行へ渡し、取立てを依
頼する。
③出資金及び出捐金にかかる有
価証券の保管。
④支払のために作成する小切手
（未作成分）の保管。
⑤契約保証金（安濃町会計規則
第９５条）

芸　濃　町

　芸濃町財務規則第６９条予算
執行者が支出命令書により決議
し、関係書類を添付して収入役
に送付する。財務会計システム
にて作成する。

　美里村財務規則第６９条の２に
基づき、金額・支払時期・正当債
権者・必要書類の整備・会計年
度等が適正であるかといった点
を確認している。
　尚、確認書類は、財務会計シス
テムより作成した支出負担行為
決議書兼支出命令書による。

　安濃町会計規則第３３条に基
づき、所属年度、会計、支出科
目、金額に誤りがないこと、正当
な債権者であること、必要な債務
が確定していることなどを諸証拠
書類で書類審査によって確認。
　確認書類は債権者の請求書又
は支出調書・支出負担行為・決
議書・検査調書

　各課より調定書を作成、決裁後
出納室で保管し、納入の通知が
あれば突合する。

支出有価証券の保
管

　有価証券にかかる事務処理として
は、以下のようなものがある。
①基金条例に基づき、資金を金融機
関へ預け入れて、それによる預金証
書を保管する。
②徴税吏員が受け取った先付小切
手あるいは約束手形を収入役室に
て有価証券取立整理簿に記載し、津
市指定金融機関である百五銀行へ
渡し、取立てを依頼する。
③出資金にかかる有価証券の保管
命令に基づき、保管する。
④支払のために作成する小切手（未
作成分）は、各々の会計ごとに区分
し収入役室内の金庫に保管してい
る。
⑤市長名の依頼文書に基づき、入
札保証金及び契約保証金を保管証
書によって受領保管する。

　有価証券にかかる事務処理と
しては、以下のようなものがあ
る。
①基金条例に基づき、資金を金
融機関へ預け入れて、それによ
る預金証書等を保管する。
②徴税吏員等が受け取った小切
手あるいは約束手形は、指定金
融機関である百五銀行へ取立て
を依頼するため、出納室または
担当課にて代金取立手形通帳に
記載したうえで、市金庫へ引き渡
す。
③出資金にかかる有価証券の保
管命令に基づき、保管する。
④支払のために作成する小切手
（未作成分）は、出納室内の金庫
に保管している。

　有価証券にかかる事務処理と
しては、以下のようなものがあ
る。
①基金条例に基づき、資金を金
融機関へ預け入れて、それによ
る預金証書を保管する。
②徴税吏員が受け取った先付小
切手あるいは約束手形を出納室
にて保管し、指定金融機関であ
る百五銀行へ期日到来日に渡
す。
③出資金にかかる有価証券の保
管命令に基づき、保管する。
④支払のために作成する小切手
（未作成分）は、各々の会計ごと
に区分し出納室内の金庫に保管
している。

　基金条例に基づき、資金を金
融機関へ預け入れて、それによ
る預金証書を保管する。徴税吏
員が受け取った先付小切手ある
いは約束手形を出納室にて有価
証券取立整理簿に記載し、芸濃
町指定代理金融機関である百五
銀行へ渡し、取立てを依頼する。
　出資金にかかる有価証券の保
管。
　支払のために作成する小切手
（未作成分）は、各々の会計ごと
に区分し出納室内の金庫に保管
している。
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調　整　の　内　容

一　志　町

４．新たに制度を制定する。（合併と同時）
５．新たに制度を制定する。（合併と同時）
６．新たに制度を制定する。（合併と同時）

香 良 洲 町

　一志町会計規則第３３条に基
づき、諸証拠書類が添付されて
いるか、金額算定に誤りはない
か,決裁区分に基づき決裁は済
んでいるかなどの書類審査に
よって確認している。確認書類
は、財務会計システムにて作成
している支出負担行為兼支出命
令書、支払請求書、町側の債務
が確定していることを証明する書
類等である。

津　地　区　合　併　協　議　会　　　調　整　内　容　表

　収入収納実績確認における作
業において収納金額の確認を
行っているが、現状では、個々の
調定通知書と送付された収納済
通知書を突合させることができな
い。これは、調定通知書は、財務
会計システムから出力している
が、納付書は電算化されていな
いため、突合作業が困難である
ためである。このため納付書の
電算化に向けて研究しているとこ
ろである。

　各自治体ともに確認作業は概ね同じである。会計規則、書式の違い及び添付書類な
どの確認基準に違いがあるので津市の例により調整する。

　調定通知書と納入通知書を財務会計システムで作成している場合は、突合の確認作
業が容易であるが、そうでない場合は難しいため、財務会計システム統一時には、この
点も含めて行う必要がある。

　収納実績確認における作業に
おいて収納金額の確認を行って
いる。

白　山　町
調整の具体的内容

　諸証拠書類が添付されている
か、金額算定に誤りはないか,決
裁区分に基づき決裁は済んでい
るかなどの書類審査によって確
認している。確認書類は、財務会
計システムにて作成している負
担行為決議書兼支出命令書、支
払請求書、債務が確定している
ことを証明する書類等である。

　美杉村財務規則第４３条に基
づき、諸証拠書類が添付されて
いるか、金額算定に誤りはない
か,決裁区分に基づき決裁は済
んでいるかなどの書類審査に
よって確認している。確認書類
は、財務会計システムにて作成
している支出命令書、支払請求
書、村側の債務が確定している
ことを証明する書類等である。

　有価証券にかかる事務処理と
しては以下のようなものがある。
①基金条例に基づき資金を金融
機関へ預け入れてそれによる預
金証書を保管する。
②徴税吏員が受け取った先付け
小切手あるいは約束手形を収入
役室にて保管、香良洲町指定金
融機関である。百五銀行へ渡し
取り立てを依頼する。
③出資金にかかる有価証券の保
管命令に基づき保管命令に基づ
き保管する。
④支払のために作成する小切手
（未作成分）は、各々の会計ごと
に区分し収入役室内の金庫に保
管している。

　香良洲町財務会計規則第３３
条に基づき、諸証拠書類が添付
されているか、金額算定に謝りは
ないか決済は済んでいるかなど
の書類審査によって確認してい
る。確認している。確認書類は各
課で筆記で作成している支出負
担行為並びに支出決議書・支出
請求書・町側の債務が確定して
いることを証明する書類等であ
る。

　電算システムより、収入済額と
調定額の確認（一般会計）

　合併時に１０市町村分の諸書類を管理するための金庫の必要数、設置場所など調整
をする。また、徴税吏員が受領した先付小切手あるいは約束手形の金融機関への取立
依頼の方法を確認し調整する。

　有価証券にかかる事務処理と
しては、以下のようなものがあ
る。
①基金条例に基づき、資金を金
融機関へ預け入れて、それによ
る預金証書を保管する。
②出資金にかかる有価証券の保
管命令に基づき、保管する。
③支払のために作成する小切手
（未作成分）は、各々の会計ごと
に区分し出納室内の金庫に保管
している。

　有価証券にかかる事務処理と
しては、以下のようなものがあ
る。
①基金条例に基づき、資金を金
融機関へ預け入れて、それによ
る預金証書を保管する。
②出資金にかかる有価証券の保
管命令に基づき、保管する。
③支払のために作成する小切手
（未作成分）は、各々の会計ごと
に区分し収入役室内の金庫に保
管している。

美　杉　村

　収入収納実績確認は財務会計
システムにより行っている。

　有価証券保管整理簿により整
理し、保管している。

構 成 市 町 村 の 現 況
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7

8

9

様式４

津　地　区　合　併　協　議　会　　　調　整　内　容　表

関　係　項　目 分　   科　   会 出納審査分科会

協　議　項　目 専　門　部　会 総務・企画部会

区　　　　　分
構　　　　　　　成　　　　　　　市　　　　　　　町　　　　　　　村　　　　　　　の　　　　　　　現　　　　　　　況

津　　　　市 久　居　市 河　芸　町 芸　濃　町 美　里　村 安　濃　町

支払金額及び支払
方法の確定

　支払金額は、支払書類に添付
されている諸書類を確認し、支払
うべき金額であるか、支払うべき
相手であるかを確認する、支払
方法は、会計規則で規定されて
いる方法で、なおかつ支払請求
書に記載されている支払方法に
よって行う。事務処理としては、
財務会計システムで作成する支
出命令書で金額及び支払方法を
入力し、確定処理は財務会計シ
ステム上で行う。この確定処理に
よって、いつ、いくらをどのような
支払方法で支払うかが、財務会
計システム上の支払合計表に表
示される。

　支払金額は、支払書類に添付
されている諸書類を確認し、支払
うべき金額であるか、支払うべき
相手であるかを確認する、支払
方法は、会計規則で規定されて
いる方法で、なおかつ支払請求
書に記載されている支払方法に
よって行う。事務処理としては、
財務会計システムで作成する支
出命令書で金額及び支払方法さ
らに口座振込の場合はその口座
を入力しする。次に確定処理は、
財務会計システム上で行う。この
確定処理によって、いつ、いくら
をどのような支払方法で支払うか
が、財務会計システム上で確認
できる。

　支払金額は、支出命令書に添
付されている諸書類を確認し、支
払うべき金額であるか、支払うべ
き相手であるか、確認する。支払
方法は、会計規則で規定されて
いる方法で、なおかつ支出命令
書に記載されている支払方法に
よって行う。事務処理としては、
財務会計システムで作成する支
出命令書のバーコードを入力す
る。

　支払金額は、支払書類に添付
されている諸書類を確認し、支払
うべき金額であるか、支払うべき
相手であるかを確認する、支払
方法は、財務規則で規定されて
いる方法で、なおかつ支払請求
書に記載されている支払方法に
よって行う。事務処理としては、
財務会計システムで作成する支
出命令書で金額及び支払方法を
入力し、確定処理は財務会計シ
ステム上で行う。この確定処理に
よって、いつ、いくらをどのような
支払方法で支払うかが、財務会
計システム上の支払合計表に表
示される。

　美里村財務規則第８６条の１に
基づき、財務会計システムより担
当課が作成した支出負担行為決
議書兼支出命令書において、法
令や予算に違反しておらず、債
務が確定し、債権者・金額・科目
等に誤りがなく、必要書類も整備
され、その支出に関し必要な合
議がされていること等を確認の
上、支払の確定し、後日財務会
計システムにおいてその決議書
兼命令書により支出事項の入力
処理を行っている。

　支払金額は、支払書類に添付
されている諸書類を確認し、支払
うべき金額であるか、支払うべき
相手であるかを確認する、支払
方法は、会計規則で規定されて
いる方法で、なおかつ支払請求
書に記載されている支払方法に
よって行う。事務処理としては、
財務会計システムにより科目、
金額、支払方法等を入力し、確
定処理を行う。この確定処理に
よって、いつ、いくらをどのような
方法で支払うかが財務会計シス
テム上の支払合計表に表示され
る。

支払支出命令書等
の確認

　津市会計規則第１９条の２に基
づき、添付されている諸証拠書
類を審査する。予算費目によっ
て添付書類は異なるが、予算科
目、金額算定、契約方法、支払
時期､支払方法、適正な支払請
求書であるか、などの書類審査
を行い確認をしている。なお、支
出負担行為伺書、支出命令書
は、財務会計システムにて作成
し、支出負担行為回議書は、筆
記作成によるものである。

　久居市会計規則第３４条に基
づき、添付されている諸証拠書
類を審査する。予算費目によっ
て添付書類は異なるが、予算科
目、金額算定、契約方法、支払
時期､支払方法、適正な支払請
求書であるか、などの書類審査
を行い確認をしている。なお、支
出負担行為決議書、支出命令
書、口座振込データは、財務会
計システムにて作成している。

　河芸町会計規則に基づき支出
命令書に添付されている諸書類
が、予算科目、金額算定、契約
方法、支払時期、支払方法、適
正な支払請求者であるか、など
の書類を確認している。支出負
担行為伺書、支出命令書は、財
務会計システムにて作成してい
る。

　芸濃町財務規則に基づき、添
付されている諸証拠書類を審査
する。予算費目によって添付書
類は異なるが、予算科目、金額
算定、契約方法、支払時期､支払
方法、適正な支払請求書である
か、などの書類審査を行い確認
をしている。なお、支出負担行為
決議書兼支出命令書は、財務会
計システムにて作成。

　美里村財務規則第６９条の２に
基づき、金額・支払時期・正当債
権者・必要書類の整備・会計年
度等が適正であるかといった点
を確認している。
　尚、確認書類は、財務会計シス
テムより作成した支出負担行為
決議書兼支出命令書による。

　安濃町会計規則第３３条に基
づき、添付されている諸証拠書
類を審査する。予算費目によっ
て添付書類は異なるが、予算科
目、金額算定、契約方法、支払
時期、支払方法、適正な支払請
求書であるかなどの書類審査を
行い、確認をしている。尚、支出
負担行為及び支出決議書を各課
で筆記作成し、出納室で入力を
行う

指定金融機関等の
検査

　毎年２月に指定金融機関及び
収納代理金融機関の収納金検
査を行っており、内容としては、
各金融機関から提出された対象
年度各月の収納金状況報告書
に基づき、歳入金送付書、関係
取扱帳票、普通預金通帳、元
帳、公金取扱処理簿、指定金融
機関発行の津市歳入金領収書
によって検査確認を行う。その
後、検査結果を監査委員に文書
にて報告する。

　毎年２月に指定金融機関及び
収納代理金融機関の収納金検
査を行っており、内容としては、
各金融機関から提出された対象
年度各月の収納金状況報告書
に基づき、歳入金送付書、関係
取扱帳票、普通預金通帳、元
帳、公金取扱処理簿、指定金融
機関発行の久居市歳入金領収
書によって検査確認を行う。その
後、検査結果を監査委員に文書
にて報告する。

　毎年２月に指定金融機関及び
収納代理金融機関の定期検査
を行っている。検査項目は別段
預金記入帳と普通預金の照合、
公金収納状況、支払済小切手と
当座預金との照合、日報と普
通、当座預金との照合、日報及
び支払済小切手の保管状況、他
帳票書類等検査確認を行う。

　毎日の日計表で預金通帳等の
確認をしている。

原則、検査することになっている
が、検査を実施
していない。

　指定金融機関及び収納代理金
融機関の収納金検査は行ってい
ません。
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様式４

津　地　区　合　併　協　議　会　　　調　整　内　容　表

調　整　の　内　容
７．新たに制度を制定する。（合併と同時）
８．新たに制度を制定する。（合併と同時）
９．検査を実施している市町村の例により調整する。（合併後1年程度）

調整の具体的内容
香 良 洲 町 一　志　町 白　山　町

　支払金額は、支払書類に添付
されている諸書類を確認し、支払
うべき金額であるか支払うべき相
手であるかを確認する。支払方
法は会計規則で規定されている
支払い方法によって行う。事務処
理としては各課で筆記作成され
た支払負担行為並びに支出決議
書で金額及び支払い方法・支払
日の入力を行う。

　支払金額は、支払書類に添付
されている諸書類を確認し、支払
うべき金額であるか、支払うべき
相手であるかを確認する、支払
方法は、会計規則で規定されて
いる方法で、なおかつ支払請求
書に記載されている支払方法に
よって行う。事務処理としては、
財務会計システムで作成する支
出負担行為兼支出命令書で金
額及び支払方法を入力し、確定
処理は財務会計システム上で行
う。この確定処理によって、い
つ、いくらをどのような支払方法
で支払うかが、財務会計システ
ム上の支払合計表に表示され
る。

　支払金額は、支払書類に添付
されている諸書類を確認し、支払
うべき金額であるか、支払うべき
相手であるかを確認する、支払
方法は、会計規則で規定されて
いる方法で、なおかつ支払請求
書に記載されている支払方法に
よって行う。事務処理としては、
財務会計システムで作成する負
担行為決議書兼支出命令書で
金額及び支払方法を入力し、確
定処理は財務会計システム上で
行う。この確定処理によって、い
つ、いくらをどのような支払方法
で支払うかが、財務会計システ
ム上の支払合計表に表示され
る。

　支払方法の確定は、各々の財務会計システムによるものであるため、システム統一に
より調整する。

　香良洲町会計規則第３３条に
基づき添付されている諸証拠書
類を審査する。予算科目・金額
算定・契約方法・支払時期・支払
方法・適正な支払請求書である
かなどの書類審査を行い確認し
ている。なお、支払負担行為並び
に支出決議書を各課で筆記作成
し、出納で入力を行う。

　一志町会計規則第３４条に基
づき、添付されている諸証拠書
類を審査する。予算費目によっ
て添付書類は異なるが、予算科
目、金額算定、契約方法、支払
時期､支払方法、適正な支払請
求書であるか、などの書類審査
を行い確認をしている。なお、支
出負担行為兼支出命令書は、財
務会計システムにて作成してい
る。

　会計規則に基づき、添付されて
いる諸証拠書類を審査する。予
算費目によって添付書類は異な
るが、予算科目、金額算定、契
約方法、支払時期､支払方法、適
正な支払請求書であるか、など
の書類審査を行い確認をしてい
る。なお、負担行為決議書兼支
出命令書は、財務会計システム
にて作成によるものである。

　会計規則、書式の違い及び添付書類などの確認基準については津市の例により調整
する。

　毎年２月に指定金融機関及び
収納代理金融機関の収納金検
査を行っており、内容としては、
各金融機関から提出された対象
年度各月の収納金状況報告書
に基づき、歳入金送付書、関係
取扱帳票、普通預金通帳、元帳
によって検査確認を行う。その
後、検査結果を監査委員にその
日の監査日に口答で報告する。

　毎年１月に指定金融機関及び
収納代理金融機関の収納金検
査を行っており、内容としては、
各金融機関から提出された対象
年度各月の収納金状況報告書
に基づき、歳入金送付書、関係
取扱帳票、普通預金通帳、元
帳、公金取扱処理簿、指定金融
機関発行の一志町歳入金領収
書によって検査確認を行う。その
後、検査結果を監査委員に文書
にて報告する。

　原則、検査することになってい
るが、検査を実施していない｡

　実施の有無が見られるが、地方自治法施行令に規定されていることから、実施してい
る自治体の例に倣って実施していく。検査方法は、新市での実施までに調整する。

　指定金融機関の総代会開催以
降に年１回公金の出納及び預金
の状況等の検査を行っている。

美　杉　村

　支払金額は、支払書類に添付
されている諸書類を確認し、支払
うべき金額であるか、支払うべき
相手であるかを確認する、支払
方法は、会計規則で規定されて
いる方法で、なおかつ支払請求
書に記載されている支払方法に
よって行う。事務処理としては、
財務会計システムで作成する支
出命令書で金額及び支払方法を
入力し、確定処理は財務会計シ
ステム上で行う。この確定処理に
よって、いつ、いくらをどのような
支払方法で支払うかが、財務会
計システム上の支払合計表に表
示される。

　美杉村財務規則第４３条に基
づき、添付されている諸証拠書
類を審査する。予算費目によっ
て添付書類は異なるが、予算科
目、金額算定、契約方法、支払
時期､支払方法、適正な支払請
求書であるか、などの書類審査
を行い確認をしている。なお、支
出負担行為伺書、支出命令書
は、財務会計システムにて作成
し、支出負担行為回議書は、筆
記作成によるものである。

構 成 市 町 村 の 現 況
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11

12

様式４

津　地　区　合　併　協　議　会　　　調　整　内　容　表

津　　　　市 久　居　市 河　芸　町 芸　濃　町 美　里　村 安　濃　町

例月監査にて資金前渡を受けた
ものについて資金前渡精算書等
で検査　釣銭については出納室
は毎例月監査、出先機関には1
～2月の定期監査において保管
状況の検査

該当なし例月監査の日に資金前途を受け
ている所管事務にかかる保管状
況を検査している。

区　　　　　分
構　　　　　　　成　　　　　　　市　　　　　　　町　　　　　　　村　　　　　　　の　　　　　　　現　　　　　　　況

現金出納員の出納
事務検査

　財務事務の適正を期するた
め、資金前途を受けている所管
事務にかかる保管状況について
検査するために要綱に基づき、
検査員を指名し、通帳、領収書、
現金出納簿、通帳などの書面を
実地にて検査している。

　会計事務の適正を期するた
め、資金前途を受けたものにつ
いて、資金前渡精算書等で検査
する。また、釣り銭（資金貸与）に
ついては、年度末等の返却時に
現金残高の確認及び書面検査を
実施している。

　毎年１１月に出先機関等の定
期監査を実施し現金、出納簿等
の保管状況を検査している。

小切手の振り出し 　津市会計規則第２８条に基づ
き、必要事項を小切手に記載し
作成する。支払に際しては、全て
小切手を作成している。債権者
への支払方法が、口座振替、納
付書払いの場合においても小切
手を作成し、指定金融機関であ
る百五銀行へ渡す。なお使用し
ている小切手は、指定金融機関
から購入している。

　久居市会計規則第４９条に基
づき、必要事項を小切手に記載
し作成する。支払に際しては、全
て小切手を作成している。債権
者への支払方法が、口座振替、
納付書払いの場合においても小
切手を作成し、指定金融機関で
ある百五銀行へ渡す。なお使用
している小切手は、指定金融機
関から無償譲渡される。

　河芸町会計規則第４９条に基
づき、必要事項を小切手に記載
し作成する。支払は全て小切手
を作成し指定金融機関又は指定
代理金融機関へ渡す。使用して
いる小切手は、指定金融機関、
指定代理金融機関からの無料提
供である。

　芸濃町財務規則第９６条に基
づき、必要事項を小切手に記載
し作成する。支払に際しては、全
て小切手を作成している。債権
者への支払方法が、口座振替、
納付書払いの場合においても小
切手を作成し、指定金融機関で
ある津安芸農協または、指定代
理金融機関である百五銀行へ渡
す。

　美里村財務規則第９７条に基
づき、必要事項を小切手に記載
し作成する。支払いに際しては全
て小切手を作成している。債権
者への支払方法が、口座振替・
納付書払いの場合においても小
切手を作成し、指定金融機関で
ある津安芸農協へ渡す。

　必要事項を小切手に記載し作
成する。支払に際しては、全て小
切手を作成している。債権者へ
の支払方法が、口座振替、納付
書払いの場合においても小切手
を作成し、指定金融機関である
百五銀行へ渡す。なお使用して
いる小切手は、指定金融機関か
ら無料で交付されいる。

資金管理及び運用 　各課から毎月提出される資金
計画表から資金に余剰がある場
合に、数行の金融機関に対して
電話による大口定期預金にかか
る入札を行い、最も有利な利率
を提示した所に預け入れる。な
お、満期日は、業者への支払日
である木曜日あるいは給料日な
どの高額支払が見込まれる日に
設定する。

　各課から随時提出される資金
計画表から資金に余剰がある場
合に、ペイオフを考慮した資金運
用を行っている。万一の際に縁
故債の相殺勘定を行うため、縁
故債を引き受けている金融機関
に対し、起債残高の範囲内で定
期預金を行っている。なお、満期
日は、業者への高額支払や人件
費などの支払いを考慮して設定
している。

　年度初めに提出された資金収
支計画表に基づき公金の確実か
つ効率的な運用を図る。

　資金余剰がある場合は指定金
融機関の普通預金で運用

　　高額の支払予定がある場合
は１ヶ月前に収入役に報告する。
余剰がある場合は、収入役の判
断により指定金融機関に短期預
け入れをする。

　資金に余剰がある場合は、２～
３行の金融機関からレートを取り
よせ、最も有利な利率を提示した
金融機関に預け入れる。満期日
は、業者への支払日が月末が多
額になるため月末に設定する。
運用期間は３ヶ月で行っている。

関　係　項　目 分　   科　   会 出納審査分科会

協　議　項　目 専　門　部　会 総務・企画部会
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様式４

津　地　区　合　併　協　議　会　　　調　整　内　容　表

調整の具体的内容
香 良 洲 町 一　志　町 白　山　町

　財務事務の適正を期するた
め、資金前途を受けている所管
事務にかかる保管状況について
は、定期監査で検査している。

実施していない。 実施していない 　現金管理の面から必要であるので、実施していくことで調整する。また、この区分に関
連して出納員及び会計職員の任命、領収印の管理などを調整する。検査方法は、新市
スタート後、検査実施までに策定し、出納員、会計職員及び任命と領収印については、
新市スタートまでに調整する。

　香良洲町会計規則第４９条に
基づき必要事項を小切手に記載
し、作成する。支払に際しては全
て小切手を作成している。債権
者への支払方法が口座振替、納
付書払いの場合においても小切
手を作成し、指定金融機関であ
る百五銀行へ渡す。なお使用し
ている小切手は指定金融機関か
ら無料交付されている。

　一志町会計規則第４９条に基
づき、必要事項を小切手に記載
し作成する。支払に際しては、全
て小切手を作成している。債権
者への支払方法が、口座振替、
納付書払いの場合においても小
切手を作成し、指定金融機関で
あるＪＡ三重中央へ渡す。なお使
用している小切手は、指定金融
機関から無料交付されている。

　会計規則に基づき、必要事項
を小切手に記載し作成する。支
払に際しては、全て小切手を作
成している。債権者への支払方
法が、口座振替、納付書払い（現
金払い）の場合においても小切
手を作成し、指定金融機関であ
る百五銀行へ渡す。なお使用し
ている小切手は、指定金融機関
から寄付してもらっている。

　小切手は各自治体ともに指定金融機関のものを使用している。有償と無償のところが
あり、小切手の受け渡し方法も含めた金融機関との事務方法を調整する。また、個人へ
の支払方法など、小切手作成を含めた支払方法全般に係る事務内容について調整す
る。

　各課から毎月提出される資金
計画表から資金に余剰がある場
合に、数行の金融機関に対して
電話による大口定期預金にかか
る入札を行い、最も有利な利率
を提示した所に預け入れる。な
お、現在はペイオフ対策により大
口業者への支払は流動性預金
に預け入れしている。

　各課から毎月提出される資金
計画表から資金に余剰がある場
合は、定期預金として預けてい
る。

　より確実な資金管理を行っていくために資金計画表の提出をさせることとし、特に高額
支払などに対応できるよう調整する。

　資金に余剰がある場合に、数
行の金融機関に対して電話によ
る大口定期預金にかかる聞き取
りを行い、最も有利な利率を提示
した所に預け入れる。なお、満期
日は、高額支払が見込まれる日
に設定する。

調　整　の　内　容
１０．新市に移行後、速やかに調整する。（合併後1年程度）
１１．新たに制度を制定する。（合併と同時）
１２．新たに制度を制定する。（合併と同時）

美　杉　村

　美杉村財務規則第３条～４条
の１により、会計職員つき定め、
同規則第４７条～５２条により、
資金前渡について定めている。
現金取扱員の辞令交付の際に
会計職員の責任等について一括
指導を行っているが、事務検査
は行っていない。

　支払いを予定したフロッピィー
払いと緊急を要するインプット払
いとに仕分けして、小切手を振り
出している。また、窓口払いにお
いても、指定金融機関から行い、
小切手の振り出しを行っている。
使用している小切手用紙は、指
定金融機関の支給品である。

　指定金融機関に預金し、最も確
定かつ有利な方法をとっている。
歳計現金の定期預金はペイオフ
解禁後は行っていない。

構 成 市 町 村 の 現 況
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15

様式４

津　地　区　合　併　協　議　会　　　調　整　内　容　表

関　係　項　目 分　   科　   会 出納審査分科会

協　議　項　目 専　門　部　会 総務・企画部会

区　　　　　分
構　　　　　　　成　　　　　　　市　　　　　　　町　　　　　　　村　　　　　　　の　　　　　　　現　　　　　　　況

津　　　　市 久　居　市 河　芸　町 芸　濃　町 美　里　村 安　濃　町

決算の調製 　会計規則によって、前年度の歳
入歳出の決算説明資料を７月末
までに市長に提出することとなっ
ている。事務の流れとしては、出
納整理期間である５月に各課へ
の歳入歳出データの照合確認を
依頼する。６月に各課へ歳入歳
出事項別明細書を配布し、金
額、内容の確認をしてもらう。７
月に決算書、決算附属書の準備
を行い、８月に印刷発注を行う。
そして１０月に納入される。

　地方自治法によって、前年度の
歳入歳出の決算説明資料を出
納閉鎖後３ヶ月以内に市長に提
出することとなっている。事務の
流れとしては、出納整理期間で
ある５月に各課が歳入歳出帳票
の照合確認を行う。８月に決算
書、決算附属書の準備を行い、９
月に印刷発注を行う。そして１０
月に納入される。

　会計規則によって、前年度の歳
入歳出決算資料を出納閉鎖後
３ヶ月以内に町長に提出しなけ
ればならないこととなっている。7
月に各課へ歳入歳出事項別明
細書配布し、金額、内容の確認
をしてもらう。

　財務規則によって、各課長より
予算の執行の結果について6月
30日までに書類を総務課長に提
出する。事務の流れとしては、出
納整理期間である５月に各課へ
の歳入歳出データの照合確認を
依頼する。６月に各課へ歳入歳
出事項別明細書を配布し、金
額、内容の確認をしてもらう。8月
に決算監査をうけ、決算附属書
の準備を行い、８月に印刷製本
を行う。

　地方自治法第２３３条によっ
て、前年度の歳入歳出の決算説
明資料を出納閉鎖後、３ヶ月以
内に村長に提出する事になって
いる。
　出納整理期間中の５月に歳入
歳出 データの照合を確認をし、６
月に各課へ歳入歳出事項別明
細書を配布する。金額、内容の
確認をし、７月に決算書・決算付
属書の準備８月印刷発注、９月
納入となる。

　決算認定は平成１０年度までは１２月
であったが、平成１１年度以降は９月に
変更になった。
　会計規則では前年度の歳入歳出決算
説明資料を８月末までに町長に提出する
こととなっている。
　しかし、平成１１年度以降は決算認定
が９月に変更となったため決算説明資料
を６月末までに町長に提出している。
　事務の流れは。出納整理期間である５
月に各課へ歳入歳出データの照合確認
を依頼する。
　６月に決算書を調整し、７月に３～４社
から見積書を取り寄せる。その中から最
低見積業者へ8月上旬印刷発注し、同月
末に納品される。

財務会計システム 　平成６年度から財務会計システ
ムを運用しており、現行システム
は、平成１１年１１月末からのも
のである。予算要求段階からシ
ステムに入力し、内示、確定、補
正、流用、全てシステムにて処理
する。執行にあたっても調定通知
書、支出負担行為伺書、支出命
令書、精算票、戻入命令書、戻
出命令書全てがシステムから出
力される。

　現行システムは、平成１３年１０
月末から予算要求系を稼働し、
平成１４年４月１日から本格運用
している。
　予算積算段階からシステムに
入力し、予算要求書、内示、確
定、補正、予算書版下作成、決
算書版下作成、決算統計等、全
てシステムにて処理する。
　執行にあたっても調定書、納入
通知書、支出負担行為決議書、
支出命令書、精算書、流用調
書、戻入命令書、戻入通知書、
戻出命令書、歳入更正、歳出更
正、公金振替等、全てがシステ
ムから出力される。（物品管理、
人事管理も同一システム上で稼
働）

　平成１３年度から水道事業会計
以外は財務会計を運用しており
歳入歳出全て処理できる。

　河芸町会計規則基づき、必要
書類は添付されているか、決裁
区分に基づき決裁は済んでいる
か財務会計システムから出力す
る支出負担行為伺書にて確認す
る。

　現在のシステムは三重電子計算セ
ンターに委託しており、予算要求か
ら予算書作成（議会用・事務用）、決
議書の作成と金融機関への振込
データ作成、決算書作成と決算統計
作成など一貫した事務処理が可能と
なっている。一般会計以外でも水道
事業会計を除くすべての特別会計で
も運用しており事務の効率化に成功
していると思われる。
　また執行データ等をCSV形式の
データに変更することができEXCEL
等でのデータ活用が可能となった。
（例・・・税務署からの資料せん作成
依頼への対応、システムがインス
トールされていない端末でのデータ
活用等）
　現在システムの変更等は委託契
約の関係もあり考えていない。

　平成９年度から財務会計システ
ムを運用していて、現在のシステ
ムは平成１４年３月末からのもの
である。
　予算要求から、歳出執行まで、
全てシステムから出力される。

　予算の確定、補正、流用を総
務課において財務会計システム
へ入力。
　執行にあたっては支出決議書
により支払日、支払方法を確定。
それに伴う調表を作成。

　財務会計システムから支出負
担行為決議書兼支出命令書を
作成し必要書類が添付されてい
るか書類審査によって確認す
る。

　美里村財務規則第６９条の２に
基づき、金額・支払時期・正当債
権者・必要書類の整備・会計年
度等が適正であるかといった点
を確認している。
　尚、確認書類は、財務会計シス
テムより作成した支出負担行為
決議書兼支出命令書による。

　整理時期は適切か、必要書類
は添付されているか、決裁区分
に基づき決裁は済んでいるかな
どの書類審査によって確認して
いる。
　支出負担行為伺書は筆記作
成。

支出負担行為の確
認

　津市財務会計規則第１９条に
基づき、整理時期は適切か、必
要書類が添付されているか、決
裁区分に基づき決裁は済んでい
るかなどの書類審査によって確
認している。現状は、筆記作成に
よる支出負担行為回議書、財務
会計システムから出力する支出
負担行為伺書にて確認する。

　久居市会計規則第３４条に基
づき、整理時期は適切か、必要
書類が添付されているか、決裁
区分に基づき決裁は済んでいる
かなどの書類審査によって確認
している。現状は、財務会計シス
テムから出力される支出負担行
為決議書及び添付種類等で確
認している。
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様式４

津　地　区　合　併　協　議　会　　　調　整　内　容　表

調　整　の　内　容
１３．新たに制度を制定する。（合併と同時）
１４．新たにシステムを稼動させる。（合併と同時）
１５．新たに制度を制定する。（合併と同時）

調整の具体的内容
香 良 洲 町 一　志　町 白　山　町

　会計規則によって、前年度の歳
入歳出の決算説明資料を７月末
までに町長に提出することとなっ
ている。事務の流れとしては、出
納整理期間である５月に各課へ
の歳入歳出データの照合確認を
依頼する。６月に各課へ歳入歳
出事項別明細書を配布し、金
額、内容の確認をしてもらう。７
月に決算書、決算附属書の準備
を行い、８月に印刷製本を行う。
そして９月議会に提出する。

　出納審査事務がスムーズに移行できるよう関係機関と連絡調整を行う。

　会計規則によって、前年度の歳
入歳出の決算説明資料を７月末
までに町長に提出することとなっ
ている。事務の流れとしては、出
納整理期間である５月に各課へ
の歳入歳出データの照合確認を
依頼する。６月に各課において歳
入歳出事項別明細書により、金
額、内容の確認をしてもらう。７
月に決算書、決算附属書の準備
を行い、８月に印刷発注を行う。
同月納入される。

　会計規則によって、前年度の歳
入歳出の決算説明資料を７月末
までに提出することとなってい
る。事務の流れとしては、出納整
理期間である５月に各課への歳
入歳出データの照合確認を依頼
する。６月に各課へ歳入歳出事
項別明細書を配布し、金額、内
容の確認をしてもらう。７月に決
算書、決算附属書の準備を行
い、８月に印刷発注を行う。

　会計規則の統一に伴い決算の調製に係る事務を調整する。また、各自治体の最終年
度の決算方法について調査研究していく。

　決算説明資料を７月１５日まで
に各課長から収入役に対して送
付することとなっている。収入役
はこれを受けて法２３３条及び令
１６６条により８月３１日までに調
整する。実際は、８月中旬までに
収入役は印刷完了後に村長に
提出している。

　現行システム（庁内LANを活用
した全庁方式）は平成１３年度か
ら導入。

　一般会計及び歳入歳出外にお
いては、平成８年度から財務会
計システムを運用しているが、金
銭出納簿及び特別会計について
は、帳簿記入を行っている。

　支出負担行為の時期、これに必要な書類は会計規則等に基づくことから規則の統一
と各自治体の現状基準を検討し調整する。

　香良洲町財務会計規則第３３
条に基づき、整理時期は適切
か、必要書類が添付されている
か、決裁区分に基づき決裁は済
んでいるかなどの書類審査に
よって確認している。現状は、筆
記作成による支出負担行為並び
に支出決議書にて確認する。

　一志町会計規則第３３条に基
づき、整理時期は適切か、必要
書類が添付されているか、決裁
区分に基づき決裁は済んでいる
かなどの書類審査によって確認
している。現状は、財務会計シス
テムから出力する支出負担行為
兼支出命令書にて確認する。

　財務会計規則に基づき、整理
時期は適切か、必要書類が添付
されているか、決裁区分に基づ
き決裁は済んでいるかなどの書
類審査によって確認している。現
状は、作成による負担行為決議
書兼支出命令書等により財務会
計システムにて確認する。

　昭和６２年度から財務会計シス
テムを運用しており、現行システ
ムは、平成１３年８月からのもの
である。予算要求段階からシス
テムに入力し、内示、確定、補
正、流用、全てシステムにて処理
する。執行にあたっても調定通知
書、支出負担行為兼支出命令
書、精算票、戻入命令書、戻出
命令書全てがシステムから出力
される。

　平成12年10月から財務会計シ
ステムを運用しており、現行シス
テムは、平成13年4月１日からの
ものである。予算要求段階から
システムに入力し、内示、確定、
補正、流用、全てシステムにて処
理する。執行はシステムから出
力される。

　美杉村財務規則第１７条に基
づき、整理時期は適切か、必要
書類が添付されているか、決裁
区分に基づき決裁は済んでいる
かなどの書類審査によって確認
している。現状は、筆記作成によ
る支出負担行為回議書、財務会
計システムから出力する支出負
担行為伺書にて確認する。

構 成 市 町 村 の 現 況

美　杉　村
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16 　－ 　－出納関係負担金 　全国都市収入役会負担金：年
会費５千円
　東海地区都市収入役会負担
金：年会費２千円　出席者負担
金４千円（２人分）
　三重県都市収入役会負担金：
年会費１３千円　出席者負担金８
４千円（２人分）
　三重県都市収入役会金融機関
調査負担金：４１６千円
　会計事務研修会負担金：市負
担金　２千円　出席者負担金８千
円（２人分）

　全国都市収入役会負担金：５
千円
　東海地区都市収入役会負担
金：４千円
　三重県都市収入役会負担金：
４７千円
　三重県都市収入役会金融機関
調査負担金：３５５千円
　会計事務研修会負担金：５千
円

　－ 　－

様式４

津　地　区　合　併　協　議　会　　　調　整　内　容　表

関　係　項　目 分　   科　   会 出納審査分科会

協　議　項　目 専　門　部　会 総務・企画部会

区　　　　　分
構　　　　　　　成　　　　　　　市　　　　　　　町　　　　　　　村　　　　　　　の　　　　　　　現　　　　　　　況

津　　　　市 久　居　市 河　芸　町 芸　濃　町 美　里　村 安　濃　町
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　出納職員研修会負担金：５０千
円

　同左 　同左 　出納職員研修会負担金は廃止の方向で調整する。

様式４

津　地　区　合　併　協　議　会　　　調　整　内　容　表

調　整　の　内　容 １６．現行のまま新市に引き継ぐ。

調整の具体的内容
香 良 洲 町 一　志　町 白　山　町 美　杉　村

　同左

構 成 市 町 村 の 現 況
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